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Executive Summary（1/2）

◼東日本大震災から10年が経過するなか、福島県では震災からの復興・創生の大きな柱として、福島を再生可能

エネルギー先駆けの地や未来の新エネ社会を先取りするモデル創出拠点とするべく、福島新エネ社会構想をはじめ、

関係省庁、福島県等によるエネルギー・水素分野に係る戦略・アクションプランに基づく取り組みを進めてきている。

◼加えて、2020年10月、日本政府が「2050年カーボンニュートラル」を宣言したことを受け、福島県としてはより一層、

水素社会の実現に向けて活動を加速する必要が出てきており、本調査事業では改めて水素の機能・役割を定義

するとともに、各部門別のカーボンニュートラル達成に向けたエネルギー転換の方向性、シナリオ別の水素需要量、

自動車部門における水素モビリティーの普及台数、水素ST設置基数等を2050年からのバックキャストで推計、

ならびに関連産業の育成・集積の方向性について検討を行った。

◼水素の機能・役割を再定義すると、①余剰電気の貯蔵機能、②不足電気の補完電源燃料機能、③カーボン

ニュートラル燃料・熱源の原材料機能、および④化石エネルギー由来燃料・熱源の代替機能の4つに集約される。

◼ 「福島県の2050年カーボンニュートラル」達成に向けては、エネルギー転換部門（①、②）、及び原材料機能

（③）を除く、現時点の前提での燃料・熱源としての最終需要（④）としては、運輸部門での水素利活用が

積極的に進むと目され、2050年の需要量は約9万㌧超となる。

◼自動車部門においては、上記カーボンニュートラル達成に向けた各モビリティーのパワトレミックス等を鑑み、

FCV、FCトラック、FCバスを以下の通り、福島県内で普及させていく必要がある。(※)

⚫ FCV：2030年に少なくとも1.3万台、2040年に7.3万台、2050年に13.5万台

⚫ FCトラック：2030年に少なくとも1,200台、2040年に6,900台、2050年に1.2万台

⚫ FCバス：2030年に少なくとも20台、2040年に110台、2050年に200台

※）バックキャストによる参考値であり、具体計画は水素アプリメーカ、インフラ事業者、59自治体等の計画を織り込んだボトムアップの計画を鑑み策定することが必要



3Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

Executive Summary（2/2）

◼同様に水素STについても以下の通り、福島県内で整備していく必要がある。(※)

⚫ FCV向け小型ST：：2030年に少なくとも12基、2040年に65基、2050年に110基

⚫ FCトラック・FCバス向け大型ST：：2030年に少なくとも20基、2040年に110基、2050年に200基

◼今後、上記の水素モビリティーの普及、および水素インフラの整備を図っていくことが必要となるが、同時に下記ステッ

プを通じて、中長期を見据えた水素関連産業の育成・集積を図っていくことも求められる。

⚫ 1st Step：水素アプリケーション・インフラの導入・運用に際する周辺産業・裾野産業の現地化

⚫ 2nd Step：県外企業との新規PJT、PoC等での協業を通じた事業機会探索・参入

⚫ 3rd Step：化学系企業、SIer、先端研究が存在する福島の強みを活かした革新技術の開発

◼福島の地の利、強みを活かし、限られたリソースを戦略的に配分することで、世界に冠たる水素産業の育成・集積を

着実に図っていくことが必要と考える。

※）バックキャストによる参考値であり、具体計画は水素アプリメーカ、インフラ事業者、59自治体等の計画を織り込んだボトムアップの計画を鑑み策定することが必要
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日本政府は、2020年10月、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言した。

１．脱炭素社会実現に向けた政策方針及び福島県の現状 （１）政府等関連政策方針

首相官邸「第203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」

（2020年10月26日）

◼成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に

最大限注力して参ります。

◼我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、

ここに宣言いたします。もはや、温暖化への対応は経済成長の制約では

ありません。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の

変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

梶山弘志経済産業大臣@第9回LNG産消会議

（2020年10月12日）

◼石油・天然ガスの上流開発における脱炭素化への対応と我が国のエネル

ギー安全保障を両立させるべく、（中略）カーボンニュートラルに向けては、

温室効果ガスの8割以上を占めるエネルギー分野の取組が特に重要です。

◼カーボンニュートラル社会では、電力需要の増加も見込まれますが、これに

対応するため、再エネ、原子力など使えるものを最大限活用するとともに、

水素など新たな選択肢も追求をして参ります。

出典：各種公開情報よりNRI作成
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福島県は、東日本大震災からの復興・創生政策等の一環として、再生可能エネルギー先駆けの地や未来の新エネ

社会を先取りするモデル創出拠点等を目指して「福島新エネ社会構想」等に基づく取り組みを実施されてきている。

１．脱炭素社会実現に向けた政策方針及び福島県の現状 （１）政府等関連政策方針

これまでの取組と成果

⚫ 2016年、福島イノベーション・コースト構想におけるエネルギー分野の取組を加速し、福島復興の後押しを一層強化するべく、福島県全体を未来の新エネ社会を先取

りするモデルの創出拠点とすることを目指す「福島新エネ社会構想」を策定。

⚫ 「再生可能エネルギーの導入拡大」、「水素社会実現に向けたモデル構築」、「スマートコミュニティの構築」を柱として、2020、2030、2040年度頃をそれぞれ目途とする

3つのフェーズを設定し、第1フェーズ（2020年度まで）の取組を着実に実施。

⚫ 共用送電線事業に係る発電設備の大量導入や世界最大級の再エネ由来の製造施設であるFH2Rの開所など主要事業が進歩。福島県内の再生可能エネルギー

導入量の増加ペースは、構想策定前の約2倍に向上。

⚫ 第2フェーズ（2021～2030年度）を迎えるにあたり、総理が宣言した「2050年カーボンニュートラルの実現」という新たな目標を踏まえ、「再生可能エネルギー」、「水

素」について、これまでの取組を加速するとともに、多様な主体による導入拡大や社会実装への展開を目指し、「福島新エネ社会構想」の改定を行う。

⚫ 福島県再生可能エネルギー推進ビジョンの目標（2040年再エネ100％）達成への寄与

⚫ 2050年カーボンニュートラル宣言、新型コロナウイルス感染症の影響による大きな社会情勢の変化

⚫ 送電設備の整備や変電所の増強

⚫ 福島浮体式洋上風力の実証

⚫ FREAにおける技術開発

⚫ 大規模水素製造の実証開始

⚫ 水素輸送・貯蔵技術の実証

⚫ 新地町、相馬市等における実証

⚫再エネトップランナー県としての最先端の取組の加速

⚫分散型再エネを基盤とした未来型社会の創出

⚫未来を切り開く再エネのイノベーション拠点の創出

⚫世界最大の水素イノベーション拠点の創出

⚫水素モビリティ等の更なる導入拡大

⚫水素社会実証地域モデルの形成

構想の改定

第1フェーズ ～導入拡大～ 第2フェーズ ～更なる導入拡大＋社会実装～

再エネ導入拡大

水素社会実現に向けて

スマートコミュニティ

再
エ
ネ
社
会

水
素
社
会

出典：福島新エネ社会構想 2021年2月改訂版
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【参考】 福島県では、内閣府、経済産業省、環境省、復興庁、福島県企画調整部・商工労働部、基礎自治体等

が各々福島県の当該分野に焦点を当てた戦略・アクションプラン等推進している（１／２）。

１．脱炭素社会実現に向けた政策方針及び福島県の現状 （１）政府等関連政策方針

決定・策定年月 主管部署 文書名称(決定機関等)

2011年3月福島県エネルギー課 「福島県再生エネルギー推進ビジョン」(決定)

2011年8月福島県復興・総合計画課 「復興ビジョン」(策定)

2011年12月福島県復興・総合計画課 「福島県復興計画」(復興計画検討委員会策定)

2012年3月福島県エネルギー課 「福島県再生エネルギー推進ビジョン改訂」(決定)

2012年4月環境省大臣官房 「第4次環境基本計画」(閣議決定)

2012年7月復興庁 「福島復興再生基本方針」(閣議決定)

2012年12月福島県復興・総合計画課 「福島県総合計画」(策定)

2012年12月福島県復興・総合計画課 「福島県復興計画(第2次)」(復興計画・評価検討委員会策定)

2013年2月福島県エネルギー課 「福島県再生エネルギー先駆けの地アクションプラン(第1期:2013-2015年度)」(決定)

2013年3月福島県環境共生課 「福島県地球温暖化対策推進計画」(地球にやさしい温室効果ガス排出在り方検討会決定)

2013年3月福島県生活環境総務課 「福島県環境基本計画(第4次)」(環境審議会決定)

2013年5月復興庁 「産業復興再生計画」(閣議決定)

2013年6月内閣府 「日本再興戦略」(閣議決定)

2014年4月経済産業省資源エネルギー庁 「第4次エネルギー基本計画」(閣議決定)

2014年6月経済産業省資源エネルギー庁 「水素・燃料電池戦略ロードマップ」(水素・燃料電池戦略協議会策定)

2014年6月内閣府 「日本再興戦略改訂2014」(閣議決定)

2015年6月内閣府 「日本再興戦略改訂2015」(閣議決定)

2015年11月環境省地球環境局 「気候変動の影響への適応計画」(閣議決定)

2015年12月福島県復興・総合計画課 「福島県復興計画(第3次)福島県総合計画審議会」(決定)

2016年3月経済産業省資源エネルギー庁 「福島新エネ社会構想の方向性」(福島新エネ社会構想実現会議#1)

2016年3月経済産業省資源エネルギー庁 「水素・燃料電池戦略ロードマップ」(水素・燃料電池戦略協議会改訂)

2016年3月福島県エネルギー課 「福島県再生エネルギー先駆けの地アクションプラン(第2期:2016-2018年度)」(決定)

2016年5月環境省地球環境局 「地球温暖化対策計画」(閣議決定)

2016年6月経済産業省資源エネルギー庁 「福島新エネ社会構想骨子」(福島新エネ社会構想実現会議#2)

2016年6月内閣府 「日本再興戦略2016」(閣議決定)

2016年9月経済産業省資源エネルギー庁 「福島新エネ社会構想骨子」(福島新エネ社会構想実現会議#3決定)

2017年2月内閣府 「産業競争力の強化に関する実行計画」(閣議決定)

2017年3月環境省地球環境局 「長期低炭素ビジョン」(中央環境審議会地球環境部会長期低炭素ビジョン小委員会策定)

2017年3月福島県環境共生課 「福島県地球温暖化対策推進計画」(地球にやさしい温室効果ガス排出在り方検討会決定)

2017年3月福島県生活環境総務課 「福島県環境基本計画(第4次改訂)」(環境審議会決定)
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その他上記文書以外に基づく取り組みとしては以下が実施されている。

１．脱炭素社会実現に向けた政策方針及び福島県の現状 （１）政府等関連政策方針

総務省

外務省

⚫ 2020年3月2日～3日、在京外交団を対象に千葉県野田市、柏市、福島県いわき市におけるCCUS/カーボンリサイクル関連施設の視察を実施（福島県を対

象とした視察は通算4度目）

-とまとランドいわきでは、ソーラーシェアリングや温室暖房の排ガス中のCO2をトマト育成促進に活用するなどの先進的な農業の取組を視察

-常磐共同火力株式会社及び勿来IGCCパワー合同会社の石炭ガス化複合発電施設を視察

⚫ 地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社、及び金融機関等、地域の総力を挙げて、バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネル

ギー事業を立ち上げるマスタープランの策定を支援する分散型エネルギーインフラプロジェクトを展開。

⚫ 当該プロジェクトにより、2019年3月、福島県のプランが策定された。また2020年度も引き続き、福島県内の団体からの申請は優先採択することとしている。

文部科学省
⚫ 再生可能エネルギーの導入に向けた支援に関する主な取組として、公立学校施設等への太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー設備の整備に対して

国庫補助を実施

農林水産省
⚫ 「地域資源活用展開支援事業」により、地域循環資源を活用して農山漁村における課題を解決しようとする取組に関して、事業計画策定のサポートや関連

事業者とのマッチングを実施

⚫ 2019年度は福島県内で勉強会を開催し、自治体及び農業者と再生可能エネルギーの利活用についてディスカッションを実施。また地域の関係者の連携の下、

森林資源を熱利用等により地域内で持続的に活用する「地域内エコシステム」の構築に向け、東白河地区で関係者による合意形成のための地域協議会の立

ち上げ・運営の支援を実施

⚫ 農山漁村再生可能エネルギー法の活用を促進するため、地方公共団体へ情報提供等のサポートを行い、2019年12月に福島市において、2020年1月に会津

若松市において基本計画が作成された。今後も福島県内において同法の活用促進に向けたサポートを実施するとともに地域の合意形成に向けた取組を推進

⚫ 再生可能エネルギーに関する研究開発に関する主な取組として、2050年の社会実装を目指し、エネルギー・環境イノベーション戦略等を踏まえ、温室効果ガス

大幅削減というゴールに資する、従来技術の延長線上になり革新的エネルギー科学技術の研究開発を推進

復興庁
⚫ 復興庁が取り組む、福島イノベーション・コースト構想の推進に係る再生可能エネルギーを含む重点分野の取組を支援する税制特例を2021年度から創設

環境省

⚫ 質の高い環境アセスメントの効率的な実施を送信するために、地域の自然的状況、社会的状況等の情報を幅広く提供する「環境アセスメントデータベース

“EDAS”の情報を更新・拡充し、環境アセスメントの手続きの迅速化に向けた取組を推進

⚫ 再生可能エネルギーの最大限導入に向け「再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業」により、猪苗代町、塙町、西郷村、川内村、田村市、郡山市、

喜多方市において、導入計画の作成、設備導入を支援

⚫ 浜通り地域の脱炭素まちづくりに関する支援を実施。2019年度は浪江町において町内での水素利活用、浜通りでの需要のポテンシャル調査を実施。今後も

浜通り地域の水素利活用に向け助言及び必要な支援を実施。

出典：福島新エネ社会構想 等よりNRI作成
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水素化は、揚水式水力及び圧縮・液化空気貯蔵と比較しても

最も競争性の高い設備コストを保有しており、更なる競争性が期待される。

２．脱炭素社会実現における水素の機能・役割 （１）２次エネルギー市場 ①余剰電気のエネルギー貯蔵機能

出典：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構技術戦略研究センター「電力貯蔵分野の技術戦略策定に向けて」

ユニット容量

設備コスト

(千円/kWh)

設備コスト

(千円/kW)

エネルギー密度

(Wh/L)

サイクル効率

(%)

需給調整時間軸
10

0
k
W

h

M
W

h

10
M

W
h

10
0

M
W

h

G
W

h

分 時 日 月

蓄電池 ● ● ● ● 32-682 33-385 20-400 75-95 ● ● ●

揚水式水力 ● ● 28-47 55-506 0.1-0.2 50-85 ● ● ●

水素化

(Power to Gas)
● ● ●

48-96

(変換のみ)
55-83 600

(200barの圧力水素)
22-50 ● ● ●

圧縮空気貯蔵

(CAES)※地中式
● ● ● 7-14 55-165 2-6 27-70 ● ● ●

液化空気貯蔵

(LAES)
● ● ● 29-58 99-209 - 55-85 ● ● ●

フライホイール ● 858-968 14-55 20-80 90-95 ●

超電導電力貯蔵 ● ● 77,000 14-57 6 90-95 ●

電気二重層キャパシタ
● 1,100 14-57 10-20 90-95 ●

電力貯蔵技術の設備コスト比較
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カーボンフリー燃料・熱源の熱源の役割・機能等としては以下が挙げられる。

２．脱炭素社会実現における水素の機能・役割 （１）２次エネルギー市場 ③ カーボンフリー燃料・熱源の原材料機能

再生可能エネルギー

の調整弁

高いレジリエンス

再生可能エネルギー

以外の脱炭素化手段

（高温域での熱利用等）

• 我が国の産業・民生部門におけるエネルギー消費量の約6割は熱であり、電力より多い。特に産業分野においては、電化

による対応が難しい高温域も存在しており、ガスがこの分野を支えていくことが考えられる。

• 再生可能エネルギー以外に、CCUS火力、水素発電、アンモニア発電、合成メタン等のカーボンニュートラルガス活用、

DACCS等の炭素除去など需要家のCO2排出量を徹底的に削減することが必要不可欠ではないか。

• ガスの脱炭素化を図ることにより、ガスの需要家の既存設備を活用して需要家のカーボンニュートラル化に貢献できるので

はないか。

• ガスのネットワークが電力系統と比較して台風、豪雨等に強くレジリエンス性が高い。導管が埋設されていることから風雨

の影響を受けにくく、大部分は耐震性も備え、継続的な耐震性向上の取組も行われている。台風等による被害もガスは

電力等に比べて極めて限定的。

• 地域において、再生可能エネルギーとその調整力であるガスコージェネレーションといった複数の供給力を持つことで、分散

型エネルギーシステムが拡がり、地域のレジリエンス向上に繋がる。エネルギー供給において、エネルギー源の多様化や原料

調達の多様化を図るとともに、送配電網に加えてガス供給網も含めたエネルギーネットワークの多様性を確保すること及び

それらの強靭化を図ることが、我が国におけるレジリエンス強化に資する。

• 脱炭素化手段として、比較的、相対的に容易な再生可能エネルギー最大限活用と電力化率向上が検討されるが、再

生可能エネルギーは自然条件によって出力が変動するため、需要と供給を一致させる調整力の確保が必要。再生可能

エネルギーとのガスコージェネレーションの組み合わせやデジタル技術を活用した出力変動調整等地域における再生可能エ

ネルギーの調整力となることが期待。

• 将来的には、再生可能エネルギーの余剰電力から水素を製造し、合成メタンや水素直接利用を通じて電力の貯蔵・活

用に繋げていくことも考えられる。電気も熱も使えるという面でコジェネの役割を最後まで残す戦略が調和性は良いのでは

ないか。

出典：インタビューよりNRI作成
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CNメタンの水素等に対するメリット等は以下のとおり（１／２）。

２．脱炭素社会実現における水素の機能・役割 （１）２次エネルギー市場 ③ カーボンフリー燃料・熱源の原材料機能

出典：日本ガス協会
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CNメタンの水素等に対するメリット等は以下のとおり（２／２）。

２．脱炭素社会実現における水素の機能・役割 （１）２次エネルギー市場 ③ カーボンフリー燃料・熱源の原材料機能

出典：日本ガス協会
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潜在的な水素利活用先として、2020年11月26日開催政府水素・燃料電池戦略協議会では、

エネ転部門、運輸部門、産業部門、民生業務部門及び民生家庭部門それぞれで以下が挙げられている。

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

出典：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギーシステム課/水素・燃料電池戦略室「今後の水素政策の検討の進め方について」（2020年11月）
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潜在的な水素利活用先に関する福島県の状況等の確認結果（及び対応方針）は以下のとおり

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

◼ エネルギー転換部門、非エネルギー由来の部門

⚫ エネルギー転換部門及び、非エネルギー由来の部門(工業プロセス部門)については、データの入手が困難なため、今回の調査対象から除外

◼ 産業部門

⚫ 石油精製：現時点で福島県内に石油精製基地等は存在せず、また福島県内での新設の計画等も現在想定されていないことから、本記載のとおりの関連水素期待消費量を

設定している

⚫ 化学（アンモニア製造等）：現時点で福島県内にアンモニア自体の製造事業所等は存在せず、また福島県内での新設計画等も現在想定されていないことから、本記載のと

おりの関連水素期待消費量を設定している

⚫ 鉄鋼（水素還元製鉄）：現時点で福島県内に高炉・電炉等の製鉄所は存在せず、また福島県内での新設計画等も現在想定されていないことから、本記載のとおりの関連

水素期待消費量を設定している

⚫ 化学（メタノール製造等）：現時点で福島県内にメタノールの製造事業所は存在せず、また福島県内での新設計画等も現在想定されていないことから、本記載のとおりの関

連水素期待消費量を設定している。なお、プラスチックについては、現時点では基礎技術検討段階とのことであるが、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

（2020年12月25日）において2030年迄の「水素等からプラスチック原料を製造する技術の研究開発」に関する大規模実証、及び2030年以降の導入支援が記載されてり、

今後の技術・商業化進捗状況等に応じて、福島県内でも具体的な定量化及び積算が想定される

⚫ 熱利用（工業用熱等）：福島県の現時点での「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく温室効果ガス排出量の計算に当たっては、当該行為が代替行為となること

が想定される主な排出活動に相当する、他人から供給された熱の使用（産業用蒸気・非産業用蒸気・温水・冷水）が計上されていないこと、データの入手が困難であることか

ら、今次計算に当たっては非計上となっている

◼ 運輸部門

⚫ 自動車：乗用車、トラック・バスのパワトレミックスを想定し、水素需要量を推計。また水素需要量に応じた水素STの基数を推定（後述）

⚫ 船舶：相馬港、小名浜港の外航船については、IMOが提示する国際海運におけるエネルギー消費に占める各燃料の割合の水素・アンモニア燃料拡大シナリオをベースに化石燃

料については更にCN化が進むものと想定。内航船については、小型を中心にEV船・燃料電池船が普及するものと想定

⚫ 航空：福島空港を離発着するサイズ別の機体の便数・飛来機数を基に、2050年に向けて超小型機(20人以下)における全電動化、欧米の航空機メーカの動向を見据えたリー

ジョナル機（100人以下）における電動化、及び水素化、また小型以上（150人以上）におけるジェット燃料のCN化を前提に想定

⚫ 鉄道：既存の電化地域は再エネに置き換える。非電化地域については地域の特性や個々の事情を考慮し、今回の検討対象から除外

◼ 民生業務／民生家庭

⚫ 現状の各事業所・各戸への導入・輸送供給費用等の水素コスト環境等を踏まえ、今次計算に当たっては本記載のとおりの計上となっている。今後、水素供給パイプライン等の

インフラ構築の進展に応じて代替電源・熱源としての電気、カーボンニュートラルメタン等に対して水素が優位になる可能性があり、今後の技術・商業化進捗状況等に応じて、今

後の見直し及び積算が想定される
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運輸部門（航空）

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

◼ 福島空港を離発着する機体サイズ別の便数・飛来機数を基に、2050年に向けて超小型機(20人以下)における全電動化、

欧米の航空機メーカの動向を見据えたリージョナル機（100人以下）における電動化、及び水素化、また小型以上（150

人以上）におけるジェット燃料のCN化を考慮して想定

利用者数
便数・

飛来機数

平均

搭乗人数

国内線
札幌便 58,317 721 81

大阪便 177,363 2,836 63

国内線

(チャーター便）
3,374 57 59

国際線

(チャーター便：韓国)
20,667 174 119

超小型機

(固定翼-Jet)
158 21 7-8

超小型機

(固定翼-プロペラ)
5,154 1,718 2-4

超小型機

(回転翼)
4,032 733 5-6

合計 269,065 6,260

福島空港の利用状況(2019年度)

出所）福島県・福島空港公開資料、及びNRIインタビューにより作成

733

1718
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0

0
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超小型機(回転翼)

超小型機(固定翼-プロペラ)

超小型機(固定翼-Jet)
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電
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化
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素
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機体サイズ別の利用状況(2019年度)と

エネルギー転換先の考え方

上記は2021年3月時点

（機数）
リージョナルジェット

(Bombardier CRJ700)
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以下を各部門・燃料ごとの2050年時点での転換先として設定。

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

No. 現在の排出活動 水素転換想定 アンモニア転換想定 CNメタン転換想定 電気転換可否 その他 備考

1
A重油

(燃料使用)

〇
(船舶)

〇
(エネ転部門・船舶)

〇
（その他）

2
B・C重油

(燃料使用)

〇
(船舶)

〇
(エネ転部門・船舶)

〇
（その他）

3
ガソリン

(燃料使用)
〇 〇

4
ジェット燃料油

(燃料使用)

〇
（航空）

〇
（航空）

〇
（航空）

5
原料炭
(燃料使用)

〇

6
一般炭

(燃料使用)
〇

7
コークス
(燃料使用)

〇

8
コールタール
(燃料使用)

〇

9
コークス炉ガス
(燃料使用)

〇

10
高炉ガス
(燃料使用)

〇

11
転炉ガス
(燃料使用)

〇

12
軽油

(燃料使用)

〇
（運輸部門）

〇

13
灯油
(燃料使用)

〇

14
潤滑油

(燃料使用)

〇
（バイオ潤滑油等）

15
石油系炭化水素ガス

(燃料使用)

〇
(運輸部門)

〇
(産業部門)

〇
(民生業務部門・運輸部
門・民生家庭部門)

16
天然ガス(除液化天然ガス)

(燃料使用)
〇

117
都市ガス

(燃料使用)

〇
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福島県の2030年・2040年・2050年のCNに向けた

エネルギートランジションの推移シナリオは日本ガス協会の目標前提に則り以下を設定する。

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

• 各エネルギー間のカロリー値は、環境省（国連気候変動枠組条約事務局UNFCCC）の数値を使用。

• 福島県内の2050年迄の県内エネルギー消費量は、福島県の電力消費量の回帰分析方程式を使用。

• エネルギー転換ロス（水素＝アンモニア＝CNメタン＝電気）設定はIEA「Energy Efficiency Indicators Statistics 

Report(December 2020)」を使用。

• 再生可能エネルギー（原子力発電由来含む）は、2050年代まで安定的なエネルギー需要の超過を想定することは困難

であることから、アンモニア及び合成メタンは海外からの輸入を想定する。

全シナリオ共通

シナリオ１

（保守的なシナリオ）

シナリオ２

（中間的なシナリオ）

シナリオ３

（楽観的なシナリオ）

• 2030年に5%、2040年に30%､2050年に100%、それぞれの既存燃料等からの福島県のエネルギートランジションが行わ

れるシナリオ

• 2030年に12.5%、2040年に40%､2050年に100%、それぞれの既存燃料等からの福島県のエネルギートランジションが行

われるシナリオ

• 2030年に20%、2040年に50%､2050年までに100%、それぞれの既存燃料等からの福島県のエネルギートランジションが

行われるシナリオ
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【参考】日本ガス協会設定のガス体エネルギー(LPG除く)の現時点目標イメージは以下のとおり。2030年に5～20%、

2040年に 30～50%､2050年までに95～100%を設定（他液体・固体・ガス体も同シナリオで下限値・中央値・上限

値の3パターンでシナリオ策定・試算を実施）。

３．脱炭素社会実現時点での福島県のエネルギー社会構造

出典：2020年12月16日開催「第4回 2050年に向けたガス事業の在り方研究会」
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自動車部門は、用途別にFCV・FCバス・FCトラックに分けられる。

現状、国内で商品化されている水素モビリティはMIRAIとClarityのFCV3車種とSORAのFCバス1車種となっている。

４．福島県の自動車部門における水素利活用の方向性

FCV FCバス FCトラック

車種

MIRAI MIRAI Gen.2 Clarity FCEV SORA
Profia FCトラック

（GVW25㌧）

全長×全幅×全高
4890×1815×1535

mm

4975×1885×1470

mm

4915×1875×1480

mm

10525×2400×3340

mm

6185×2180×2970

mm

11990×2490×3780

mm

駆動方式 FF FR FF FR FR N.A

FCスタック最高出力 114kW(155ps) N.A 103kW(140ps) 114kW(155ps)×2 114kW(155ps)
MIRAI Gne.2のFCス

タックを2基搭載予定

高圧水素タンク 2本 3本 2本 60L×10本 3本 N.A

タンク圧力 70MPa N.A 70MPa 70MPa 70MPa 70MPa

モータ最高出力 113kW(154ps) 182ps 130kW(177ps) 113kW(154ps)×2 113kW(154ps) N.A

モータ最大トルク 335Nm(34.2kgm) (30.6kgm) 300Nm(30.6kgm)
335Nm(34.2kgm)×

2

N.A N.A

駆動用バッテリー NiMH電池 NiMH電池 LiB NiMH電池 NiMH電池 LiB

乗車定員 4名 5名 5名 79名 2名 2名

航続距離 約650km
約845km

(30％アップ)
約750km 約200km 約200km 約600km

発売年 2014/12/15 2020/12/9 2016/3/10 2018/3/7 2019年4月（実証） 2022年春（実証）

販売価格 741万円 710～805万円 784万円 1億円+α - -

補助金
(国+自治体)

約300万円 約170万円 約300万円 約8,000万円 - -

FC中温冷凍トラック
(積載量3㌧)

出典：各種公開情報よりNRI作成
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【前提条件】 水素STの年間供給能力-乗用車想定

４．福島県の自動車部門における水素利活用の方向性

容量換算 重量換算

単位時間あたりの

水素の供給能力
300N㎥/hour

27.5kg/hour

5kg/台

5.5台/hour

水素STの1日あたりの

平均営業時間
12hour

（将来は12時間営業と想定）

水素STの1か月あたりの

稼働日数
25days

（いわき鹿島水素STの営業状況をもとに想定）

水素STの

1年間の稼働日数
300days

（いわき鹿島水素STの営業状況をもとに想定）

水素の年間供給能力
69.4万

N㎥/年
64㌧/年

出典：日本水素ステーションネットワーク合同会社_燃料電池自動車普及に向けた水素ステーション整備の加速

ステーション名称 いわき鹿島水素ステーション

供給方式・

水素供給能力
オフサイト方式・300Nm³/h以上

所在地
福島県いわき市鹿島町走熊

字四反田1番地1

事業者
根本通商株式会社/日本水素ステー

ションネットワーク合同会社

営業日・

営業時間

日曜日、夏季・年末年始を除く毎日

月～金曜日︓9:00～19:00

土曜日、祝日：14:00～18:00

出典：一般社団法人 次世代自動車振興センター

◼ 試算にあたって採用した前提条件は容量ベースと重量ベースの以下2通り。
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【前提条件】 水素STの年間供給能力-FCトラック・バス等想定

４．福島県の自動車部門における水素利活用の方向性

容量換算

単位時間あたりの

水素の供給能力
600N㎥/hour

（東京大井水素STをもとに想定）

水素STの1日あたりの

平均営業時間
24hour

（稼働率重視の商用車向けに24時間営業と想定）

水素STの1か月あたりの

稼働日数
25days

（いわき鹿島水素STの営業状況をもとに想定）

水素STの

1年間の稼働日数
300days

（いわき鹿島水素STの営業状況をもとに想定）

水素の年間供給能力 138.9万 N㎥/年

⚫ ENEOS株式会社と株式会社JERAは、2020年8月、水素の利用普及を促

進する共同プロジェクトとして、JERAが運営する大井火力発電所敷地内に、

「東京大井水素ステーション（東京都品川区）」を開所

⚫ 当該STでは、ENEOSやJERA等が出資する「扇島都市ガス供給株式会社」

の都市ガスから水素を製造し、乗用車タイプのFCVや、東京都が導入を推

進しているFCバスに水素を供給。

⚫ また、敷地内には出荷設備も有しており、首都圏にあるENEOSの水素STに

も水素を出荷。さらに、大都市東京の経済を支える物流の中心に立地して

いることから、将来的にはFCトラックへの水素供給拠点の役割も担う。

出典：JERA

東京大井水素ST

◼ 試算にあたって採用した前提条件は以下の通り。
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今後の課題

◼水素利活用について

⚫ バックキャストによる本調査結果と、水素アプリメーカ、インフラ事業者、59自治体等の計画を織り込んだ上での

ボトムアップの計画を鑑みた上での普及計画・整備計画策定と実行

⚫ 水素需要等が最も見込まれるエネルギー転換部門、産業部門(プラスチック等)、民生業務・家庭部門について

は、今後の技術・商業化進捗状況等に応じて、具体的な定量化及び積算が必要

◼産業育成・集積の方向性

⚫ これまで通り、福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会との連携を通じて、産学官のネットワークの形

成、新技術の情報提供や企業間交流の活動は引き続き、実施していく

⚫ その上で、産業育成・集積ステップにおける既存・新規の取組、福島県で取り組むべき開発領域等と県内企

業のCapabilityとのマッチングを更に具体的に図り、着手可能な現地化サポート、事業機会探索・参入、及び

革新技術の開発テーマ連携をより加速していく

◼関係省庁・県・基礎自治体の役割を明確化し、産学官連携会議等を通じて、PDCAを着実にまわして

いく

⚫ 政策、市場、技術等の動向を踏まえ、2050年に至る2040/2030の目標設定、課題等を適宜見直していく

⚫ 責任主体を常に明確化し、ガバナンスを効かせて、目標に対する課題の進捗管理を行っていく
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最後に

◼世界的に脱炭素化の流れが加速するなか、水素への期待値はかつてないほど高まっており、日本が2017年に世

界初の水素に関する国家戦略を策定して以降、多くの国・地域で水素戦略が策定されている。諸外国・地域の

戦略では、日本を遥かに上回るスピード、スケーラビリティーでの水素社会の実現、産業育成・拡大を目指す方針も

打ち出されている。

◼係る状況のなか、今後、水素に関するグローバル大での覇権争いが熾烈化すると目される。

◼これまで日本は長期に亘り、水素に関する研究開発に取り組み、自動車など一部のアプリケーションの商品化等

で世界をリードし続けてきた。要素技術では世界のトップを走ると目されるが、日本が当該産業で優位なポジション

を築き、ビジネスの利得をいち早く享受する為には、産官学を巧みに連携させる社会システムづくりと水素利活用

事業を牽引できるリーダシップ(司令塔機能)が問われる。

◼他方、化石燃料からカーボンニュートラル(水素等)への単なる置き換えは、コスト上昇を招き、一時的に産業競争

力を低下させる可能性もある。

◼そのため、2050年カーボンニュートラル達成に向けて、既存アセット・インフラを最大限活用するところ、抜本的に見

直していくところを弁別しながら、高いレジリエンスの維持と社会コストのミニマイズも両立した上で優先順位の高い

領域でのトランジションを円滑に進めると共に、一段とギアを上げて生産性向上・効率化を図りながら日本全体の

達成状況を牽引していく必要がある。

◼ 2050年カーボンニュートラルを宣言した福島県として、その達成にコミットメントするとともに、産学官の更なる連携を

強化し、水素社会の実現を通じて世界に先駆けてカーボンニュートラルの実現を目指してもらいたい。






